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１ 飼料増産重点地区とは

〔飼料増産重点地区の追加について〕

飼料増産重点地区の概要

取組区分別・年度別の登録状況１ 飼料増産重点地区とは

取組み区分 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ 計

耕畜連携 ３４ ３４

稲発酵粗飼料の増産 ６ ９ ２１ １９ ５５

取組区分別 年度別の登録状況

飼料増産運動の推進方策として、飼料増産運動や自給飼料関係施策の地
域農家等への周知徹底と、行政、関係団体による自給飼料の増産に基づいた
地域の畜産振興を確実なものとするため、自給給飼料増産が可能な地域の選
定と重点指導を行う地区。２０年４月に開催した第１回全国飼料増産行動会議
の時点で２６１カ所を登録

２ 飼料増産重点地区の追加登録について
国産稲わらの利用拡大 １３ １９ ８ ５ ４５

放牧の推進 １７ １０ １６ ６ ７ ５６

草地更新やトウモロコシの
作付け拡大による単収の

８ ７ １１ ５ ６ ３７

の時点で２６１カ所を登録。

飼料増産の取り組みを「点」から「面」に拡大するため、「飼料自給率向上戦
略会議」並びに「全国飼料増産行動会議」で定めた２０年度行動計画において、
平成 年度末までに飼料増産重点地区を３ カ所に拡大する とが数値目 向上

コントラクターの活用 ２７ ７ ８ ２ ９ ５３

消費者に対する理解醸成 ５ ４ １ １０

その他 ３ ９ ６ ５ ２３

平成２０年度末までに飼料増産重点地区を３００カ所に拡大することが数値目
標として設定したところ。このため、平成２０年度における飼料増産重点地区の
追加登録を実施すべく、２０年９月以降、追加登録に向けた働きかけやとりまと
めを開始。その結果、５２ヶ所が追加登録され、３１３カ所に拡大。

３ 平成２０年度追加登録における地区の定義

その他

計 ９１ ４６ ７６ ４８ ５２ ３１３

地域ブロック Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ 計

地域ブロック別・年度別の登録状況（１）対象となる地区
以下のいずれかに該当する地区を対象とする。

① ２０年度において、都道府県の飼料増産行動計画等に即し、都道府県・
北海道 １４ ９ ４ ２ ４ ３３

東北 １５ ３ ７ ７ ７ ３９

関東 １６ ４ ２３ １１ ２１ ７５

北陸 ６ ２ ４ ４ ４ ２０

市町村・ＪＡ等による指導や補助事業等による支援等が重点的に行われて
いる地区であり、都道府県が重点地区として適当と認める地区（ただし、既
存の登録地区は除く）。

② ２１年度において、都道府県の飼料増産行動計画等に即し、都道府県・
市町村・ＪＡ等による指導や補助事業等による支援等が重点的に行われる 北陸 ６ ２ ４ ４ ４ ２０

東海 ５ ４ ２ ７ ２ ２０

近畿 ３ ２ ８ ２ ２ １７

中四国 １６ ６ １１ １ ６ ４０

と見込まれる地区であり、都道府県が重点地区として適当と認める地区。

（２）地区の範囲
地区の範囲は、市町村、ＪＡ、生産集団のいずれも可とする。

（ ）取組み 項目は以 とおり 九州 １５ １５ １６ １４ ５ ６５

沖縄 １ １ １ ０ １ ４

計 ９１ ４６ ７６ ４８ ５２ ３１３

（３）取組みの項目は以下のとおり
●稲発酵粗飼料の増産
●国産稲わらの利用拡大 ●コントラクターの活用
●放牧の推進 ●消費者に対する理解醸成
●草地更新やトウモロコシ作付等による単収向上 ●その他



飼料増産重点地区追加登録(総括表)

北海道 ：4地区

都 道 府 市町村名 実施者 取組の 取組内容 (概要) 備 考

県 名 等 区 分

北海道 せたな町 北檜山町農協 ④ 草地整備事業を活用し、自給飼料基盤の拡

新函館農協 充を図る

北海道 今金町 今金町酪農・肉 ④ 草地整備事業を活用し、自給飼料基盤の拡

用牛農家集団 充を図る

北海道 津別町 津別町有機酪農 ⑦ 有機農産物の生産基準に基づく自給飼料生 飼 料 生 産

研究会 産及び利用の共同化を進め、飼料自給率の向 及 び 利 用

上と有機酪農の拡大を図る の共同化

北海道 清水町 清水町農業サポ ⑤ 専業大型化した酪農家の自給飼料生産を受

ートセンター 委託方式にするとともに、畑作との耕畜連携

による自給飼料増産（とうもろこし）を行う

東北農政局：７地区

都 道 府 市町村名 実施者 取組の 取組内容 (概要) 備

県名 等 区分

青森県 つがる市 つがる市屏風山 ③、④ 計画的な草地更新・土壌改良による放牧面

畜産組合 積の拡大及び放牧頭数の増加

深浦町 地区内和牛繁殖 ③ 水田放牧の展示実証

農家

岩手県 岩泉町 (社)岩泉農業振 ④、⑤ 飼料用とうもろこし、ライ麦、牧草の収穫

興公社 ・調製

秋田県 小坂町 ポークランドグ ⑥ 飼料用米の利活用モデル実証の実施

鹿角市 ループ ⑦（家 ・調整、保管、流通上のモデル実証

畜・畜 ・家畜、畜産物への影響試験

産物へ ・自給率向上、飼料用米を利用した畜産物

の影響 への理解醸成活動

試験）

福島県 白河市 東西しらかわ農 ①、②、 発酵粗飼料（稲・麦）の生産・拡大、飼料

矢吹町 業協同組合 ③、⑤、用米の生産・拡大

棚倉町 ⑦（飼

矢祭町 料増産

塙町 ・利用

鮫川村 法など

の技術

実証）

福島県 二本松市 安達太良飼料生 ① 稲発酵粗飼料生産面積の増大による自給飼

産受託組合 料増産

生産性向上のための土壌改良及び耕畜連携

の推進



福島県 いわき市 地区内の耕種・ ① 稲発酵粗飼料生産の普及及び増産、生産体制

（ 川 前 ・ 畜産農業集団等 整備の推進

小 川 ・ 三

和 ・ 遠 野

・田人等）

関東農政局：２１地区

都 道 府 市町村名 実施者 取組の 取組内容 (概要)

県名 等 区分

茨城県 大洗町 大洗町水田農業 ① 湿田に適した転作作物として、県内でもい

推進協議会、大 ち早く，稲 WCS の生産を開始した。（Ｈ13年）

洗町水田農業担 （Ｈ20年大洗町作付面積 52ha）

い手組合 町内に畜産農家が少ないため，関係機関が

一体となった支援を行い，近隣市町村へ稲

WCS を供給している。

茨城県 結城市 農事組合法人 ① 転作田で麦・大豆を生産してきた組織であ

宮崎協業 るが、畜産農家の要望及び地域に適した転作

作物として，稲 WCS の生産を開始（H18年か

ら生産開始）

これまでは，メーカーデモ機による試作で

あったが，平成21年度から専用収穫機等を整

備して本格的な供給を行う計画

茨城県 稲敷市 本新草地利用組 ① 稲敷市は，稲 WCS の生産振興を推進して

合、稲敷東部コ ⑤ いる。

ントラクター組 現在、作業受託組織（コントラクター）

合、本新コント が３組織あり，収穫・調整作業を中心に取

ラクター組合 り組んでいる。（Ｈ20年稲敷市作付面積 105

ha）

今後、専用収穫機等を整備して更なる面積

拡大に取組む計画

茨城県 石岡市 (株)やさとファ ② 他産業から畜産（和牛繁殖）への新規参入

ーム峯 ① 者である。

⑤ 粗飼料確保のため,稲ワラの飼料利用を行っ

てきた。

今後はコントラクターとして，稲 WCS の

作業受託を行い，更に耕畜連携した取組を発

展させる計画。

茨城県 常陸大宮 常陸大宮市自給 ② 飼料自給率向上のため，たい肥の農地還元

市 飼料利活用研究 ① を行っている耕種農家等と連携して飼料用米

会 の生産を開始した。(Ｈ20年)

今後，営農組合との協定により飼料米の生

産面積を増やすとともに稲わらの利用も拡大

して自給飼料生産の向上を目指していく。



茨城県 常陸太田 （有）みずほ農 ① 平成20年度より、耕畜連携による飼料稲

市 援 （WCS）栽培を開始した。畜産農家では通年

② での飼料稲確保を望んでいるので，専用収穫

調整機械を導入し，栽培面積の拡大を計画し

ている。

飼料稲栽培ほ場及び稲わら収集ほ場へたい

肥を還元し，資源循環型農業を進める。

関係機関，耕畜農家で組織する「常陸太田

市耕畜連携会議」を通じ連携を強化し，上記

取り組みを進める。

茨城県 笠間市 茨城中央農協， ① 笠間市は，稲 WCS を推進しており，平成

上稲田営農組合 ２１年度より稲 WCS の本格的な生産に取り

滝川地区営農組 組む。

合 今後，専用収穫機等を整備して更なる面積

拡大に取組む計画である。

耕畜連携体制を構築し，自給飼料増産とた

い肥を活用した資源循環型農業を推進する。

栃木県 那須塩原 戸田コーンラッ ⑦ 農地集積等の計画的な実施とともに、細断

市 プ組合 型ロールベーラーの導入によりトウモロコシ

の作付拡大を図る。

栃木県 那須塩原 野沢機械組合 ⑦ 農地集積等の計画的な実施とともに、細断

市 型ロールベーラーの導入によりトウモロコシ

の作付拡大を図る。

群馬県 前橋市 任意組合 ① 耕畜連携による稲発酵粗飼料の増産

埼玉県 熊谷市 別府水田活用組 ① 地域内の耕畜連携により、稲発酵粗飼料の

合 生産・利用に取り組む。また、平成２１年度

補助事業活用により、稲ＷＣＳ専用収穫機を

導入し、生産の拡大、品質の向上を図り、飼

料自給率の向上に取り組む。

千葉県 四街道市 大福コントラク ⑤ 近隣市（四街道市、佐倉市、成田市、八千

ター 代市、千葉市、船橋市、鎌ヶ谷市、袖ケ浦市）

の酪農家及び関係酪農団体への受託作業。

千葉県 八街市 八街市粗飼料増 ④ 飼料作物の作付面積を拡大し、地域の飼料

産組合 増産を図る。

千葉県 香取市 香取粗飼料研究 ① 購入粗飼料の依存率を下げ、安全安心な稲

会 発酵粗飼料の収穫調製を拡大する。

千葉県 多古町 多古町稲わら収 ② 安全安心な国産稲わらの地域内活用により

集組合 飼料自給率の向上を図る。

千葉県 旭市 海上自給飼料生 ④、② 国産稲わらの地域内活用及びソルゴー、ト

産組合 ウモロコシの作付拡大による粗飼料自給率の

向上。



千葉県 横芝光町 横芝光町ホール ① 水稲農家と酪農・肉牛農家が連携し、稲ホ

クロップサイレ ールクロップサイレージの作付・利用拡大を

ージ推進組合 図る。

千葉県 南房総市 滝田自給飼料生 ④、② ②耕畜連携による国産稲わらの利用拡大。

産組合 新規収集組織の設立・育成及び収集機械の整

備。

④地域の状況に則した飼料作物の生産拡大。

飼料の生産・調整機械の整備を図り、作付面

積の拡大推進。転作水田を活用した飼料作物

作付拡大の推進。

神 奈 川 秦野市 秦野市 ③ 耕作放棄地での和牛放牧

県

山梨県 北杜市 肉用牛 ③ 遊休農地を活用した放牧を実施することに

農家集団 より、低コスト管理と飼料自給率の向上を図

る。

長野県 小諸市 佐久浅間飼料稲 ① ＪＡ佐久浅間、県地方事務所・農業改良普

佐久市 ・飼料米推進連 及センター、市町村、長野農政事務所から構

佐久穂町 絡会議 成した佐久浅間飼料稲・飼料米推進連絡会議

軽井沢町 による作付推進

御代田町 畜産農家の需要量調査の実施

立科町 稲発酵粗飼料の給与方法の確立 及び畜産

農家への普及

北陸農政局：4地区

都 道 府 市町村名 実施者 取組の 取組内容 (概要) 備 考

県名 等 区分

新潟県 新潟市 農事組合法人フ ⑤ 補助事業を活用し稲発酵粗飼料専用収穫機械

ァーム岡方 一式を導入した農事組合法人ファーム岡方は、

地域内約50戸が栽培管理を行っている稲発酵粗

飼料について、収穫・調製作業を請負い、収穫

物を畜産農家に供給する稲発酵粗飼料生産・供

給体制の確立を図る。

H20 収穫面積（実績） 15.4ha

H21 収穫面積（目標） 15.5ha

H22 収穫面積（目標） 16.0ha

富山県 小矢部市 小矢部市飼料用 ⑤・⑦ 配合飼料価格の高騰への対応、飼料自給率の

米推進協議会 （基本 向上の観点から、県内養鶏の主産地である小矢

的には 部市の採卵鶏農家と耕種農家が連携し、飼料用

飼料用 米の生産・供給体制を確立することにより、地

米の生 産地消・循環型農業の展開を進める。

産利用 H20 飼料用米作付面積（実績）13ha

である H21 飼料用米作付面積（目標）13ha

が、耕 H22 飼料用米作付面積（目標）13ha



種組織 （次年度以降の作付面積は、今後の助成体制に

をコン より変更があり得る）

トラク

ターと

位置付

けてい

る）

福井県 あわら市 ＪＡ花咲ふくい ③ ＪＡ花咲ふくいは管内の繁殖農家から繁殖雌

・坂井市 牛を預かり、遊休農地が点在している福井県北

部の坂井北部丘陵地を繁殖雌牛の放牧地として

利用し、景観保全と飼料基盤の確保を図る。

H20 放牧面積（実績） 2.8ha

H21 放牧面積（目標） 2.8ha

H22 放牧面積（目標） 4.0ha

石川県 能登町 二子山牧場有限 ④ 粗飼料の完全自給を目指し、自給飼料増産を

会社 推進する。

そのために、生産コスト低減及び二毛作体系

（イタリアンライグラス＋ヒエ）の導入による

高位生産を図る。

H20 二毛作体系導入実績 ５ha

H21 二毛作体系導入目標 ８ha

H22 二毛作体系導入目標 10ha

（実施者の飼料作物作付面積：23ha）

東海農政局：２地区

都 道 府 市町村名 実施者 取組の 取組内容 (概要) 備 考

県名 等 区分

岐阜県 養老町 （株）笠郷営農 ① これまで、わら専用稲を大規模（約50ha）

センター に生産していたが、２１年度からは、稲発酵

粗飼料の生産も開始し、更なる土地生産性を

高めることを目指す。

三 重 県 伊賀市 伊賀ＷＣＳ生産 ① 新たに起ち上げた土地利用型農家３人によ

組合 る、地域で生産された稲発酵粗飼料用稲の収

穫・調整・運搬の各作業を受託する組織であ

る。（目標面積約２０ ha)

近畿農政局：２地区

都 道 府 市町村名 実施者 取 組 の 取組内容 (概要) 備 考

県名 等 区分

滋賀県 甲賀市 甲賀牛の餌生 ① 耕畜連携による稲発酵粗飼料の生産・利用

産組合（仮称）

滋賀県 日野町 山本わら組合 ② 耕畜連携による稲わらの収集・利用



中国四国農政局：６地区

都 道 府 市町村名 実施者 取 組 の 取組内容 (概要) 備 考

県名 等 区分

岡山県 矢掛町 矢掛町育成牧 ①⑤ 町内営農組合及び稲作農家が稲ＷＣＳを栽

場他 培、公共牧場等が収穫調製作業を行い、近隣

酪農家等へ供給（Ｈ２０栽培面積 ２０ｈａ）

また、公共育成牧場が河川敷を占有許可に

より草地利用している。（９ｈａ）

岡山県 新見市 新見市 ①② 稲ＷＣＳ、稲わらサイレージを市内肉用牛農

家へ供給し、粗飼料の自給率の向上を推進

Ｈ２０ 稲ＷＣＳ 10ha
稲わらＳ 30ha

島根県 隠 岐 の 隠岐の島町 ③ 隠岐の島町では、近年、新規就農者や

島町 認定農業者、農外企業の参入等、意欲あ

る担い手が規模拡大を始めたことにより、

飼養頭数の規模拡大に伴い、利便性の高

い公共放牧場に繁殖牛が集中しており、更

なる増頭には放牧場の整備が必要であ

る。濃厚飼料や輸入粗飼料が高騰するな

か、粗飼料が不足し、自給飼料等の確保

が必要である。隠岐の島町の地理的条件

を活かし、遊休山林等を活用した飼料基盤

の整備を進め、飼料自給率の向上を図っ

ていく。

島根県 出雲市 下 出 来 洲 営 ① 出雲市灘分地域で行われていた稲わら

農組合 収集活動を飼料生産活動としてより実効性

をあげるために、水田での作付が可能で、

田植機等既存の作業機械も活用でき、小

麦生産の裏作を主体にして取り組むことが

可能な稲発酵粗飼料用稲の生産・供給を

図っていく。

山口県 山口市 杵崎の里放牧 ③ 放牧を活用した肉用牛経営を取り入れ

利用組合 た集落営農法人の設立

愛媛県 今治市 特 定 農 業 法 ② 同市大西町で米・麦・大豆栽培を行って

人(有)こんぱ いる(有)こんぱらは、17年度から市内の酪

ら 農家と契約し転作田で飼料用トウモロコシ

栽培に取り組んでいる。この(有)こんぱら

は、さらに19年度からは和牛肥育農家とも

連携し稲わらの収集・販売も始めている。



九州農政局等：５地区

都 道 府 市町村名 実施者 取 組 の 取組内容 (概要) 備 考

県名 等 区分

福岡県 福岡市、 コントラクタ ⑤ 耕種農家による飼料生産受託組織を

筑 紫 野 ー筑紫 設立し、自給飼料の収穫・調整作業を

市、那珂 行っている。

川町

福岡県 川崎町 大ヶ原粗飼料 ⑦ 畜産農家、耕種農家共同による新たな粗飼

生産組合 料生産組合を設立し、水田裏等を活用した飼

料増産を図ることにより、地域畜産農家の自

給率の向上に資する。

宮崎県 都城市 有限会社 アグ ⑤ 農業生産法人として茶や焼酎用かん

リ セ ン タ ー 都 しょ等の栽培を行う一方で、水稲、飼

城 料作物等の各種農作業を受託。飼料作

物について、管内一円で収穫等の作業

受託を行っている。

宮崎県 えびの市 株 式 会 社 J Aア ⑤ 水稲・稲わら関係を中心とした作業の受

グ リ ラ ン ド 田 の 託と借地による土地利用型作物(水稲・甘

神さぁ 藷・飼料作物等)栽培を行っている。

鹿 児 島 肝属郡東 東串良町 ① 東串良町が主体となり需給調整を実施

県 串良町 し、稲ＷＣＳを稲作農家から畜産農家へ提

供している。

沖縄総合事務局：1地区

都 道 府 市町村名 実施者 取 組 の 取組内容 (概要) 備 考

県名 等 区分

宮古地域自給 ⑦ トランスバーラの作付拡大による既存草地

沖縄県 宮古島市 飼料増産推進 の生産性向上。

協議会 飼料用サトウキビの導入検討。

注）取組の区分については、①～⑦から選択し、該当する番号を記入。

①稲発酵粗飼料の増産 ④草地の更新やトウモロコシの作付等による単収向上

②国産稲わらの利用拡大 ⑤コントラクターの活用

③放牧の推進 ⑥消費者に対する理解醸成 ⑦その他


